
市長定例記者会見 

と き：令和５年１０月１３日（金） 

午前１１時００分から 

ところ：市役所静岡庁舎８階 市長公室 

１ 市政変革研究会の方向性について【企画課】 

２ 災害時総合情報サイトについて【危機管理総室】 

◇幹事社代表質問  担当「テレビ静岡」 

次回の予定 １０月２６日（木） 午前１１時００分～  
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市政変革研究会の方向性について 

１ 静岡市政変革の目的 

時代が「地球環境の世紀」×「知能革命の時代」という大変革期にある中、静岡市は社会課

題が山積している。時代の変化に適応した的確な行政経営（市政）が求められており、そのた

めにはこれまでの延長上の市政ではなく、新しい市政へ変革していくことが必要である。 

２ 市政変革研究会の設置…「根拠と共感に基づく政策執行」による「共創」のために 

（１）市政変革研究会の設置による政策のつくり方の変革 

「市政の変革」とは、単に政策の中身を変えることではない。政策のつくり方と実行の

仕方を変えていくことも「変革」の一つであると考えている。（新たな「政策」が重要で

あることは当然である。） 

①政策のつくり方の変革 

現場の現実を直視し、現実の根底にあるものを分析し、その解決のための根拠に  

基づく政策立案を行い、それを根拠とともに社会に示す。 

 ②政策の実行の仕方の改革 

根拠を示し、共感を得て、社会の大きな力と世界の大きな知が集まりつながるように

する。市政はそのつながりを下支えし伴走する。それによって社会の「共創」により 

結果が出るようにする。 

（２）市政変革研究会設置の効果 

・若手・中堅職員による政策研究（例：30～40 代の係長級以下が中心） 

・縦割りでなく、チームによる横断的な取組（例：子育て教育分科会は５局 17 課の連携） 

・データや市民の声の分析により、現場の実態を踏まえた根拠に基づく政策形成 

・研究会委員他多数の外部協力者による「大きな知」の導入 

「課題の根底」が何かを分析をした上で、解決策を洗い出し、評価し、施策を選択 

（３）各分科会による政策提案の概要 

政策【市政変革研究会分科会名】 分科会による提案（社会課題と対策） 

①防災対策の推進 

【DX①次世代防災分科会】 

課題：効率的・効果的な災害情報の収集・発信 

対策：巴川の氾濫予測システムの構築や３次元点群

データ等を活用した被災状況のリアルタイム

での把握 等 

②行政のデジタル化の推進 

【DX②デジタル行政分科会】 

課題：独立して整備された各行政システムの連携が 

できていない。市民サービスの利便性が低い。 

対策：行政データを一元管理するための共通基盤の構築。

システム間の連携やデータ利活用の促進 等 

③持続的な交通政策の推進 

【DX③都市・交通分科会】 

課題：公共交通を維持するための乗務員不足への対策 

対策：自動運転技術の導入・MaaS の推進により、 

乗務員が減少しても市民の“足”が維持できる

交通システム構築 等 

④ブルー・トランスフォーメーション

の拠点づくり 

【BX 分科会】 

課題：世界から多くの研究者が集まり新たな産業を

生み出す BX 拠点づくり 

解決策：域内外の産学官金連携体制の構築、地元大学と
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の連携による教育・研究機能の整備 等 

⑤脱炭素社会の実現 

【GX①脱炭素社会分科会】 

課題：2050 年カーボンニュートラルに向けた静岡市

発の脱炭素ビジネスの構築 

対策：本市が公民連携で普及を進める「DAC 技術」の

実装 等 

⑥持続可能な農業の創出 

【GX②農と食分科会】 

課題：環境負荷低減を図りつつ、農業の担い手不足を

解消する方策の検討 

対策：生産から流通、消費まで各分野が連携した推進体

制の構築、有機農産物の拡大と輸出の促進 等

⑦ウェルビーイングの実現 

【ウェルビーイング分科会】 

課題：地域幸福度をウェルビーイング(持続性のある 

幸せ感)で評価し、その向上を目指す 

対策：地域幸福度の主観が低い理由の分析、アンケー

ト調査の実施 等 

⑧デジタルヘルスの促進 

【デジタルヘルス分科会】 

課題：健康づくりの個別具体的なエビデンスの収集

とそれに基づく施策の推進 

対策：デジタルデバイス等を活用したエビデンスの

収集、医療機関と連携した行動変容促進の 

取組 等 

⑨新共助社会の構築 

【新共助社会分科会】 

課題：自治会等、地域活動の担い手不足の解消による

新しい共助体制の構築 

対策：地域ごとの具体的な困りごとをヒアリングし

地域に即した支援・相談体制の構築、モデル 

事業の実施 等 

⑩子育て政策の推進 

【子育て教育分科会】 

課題：子育て現場のリアルな課題を踏まえた最適な

子育て施策の推進 

対策：現場の困り事の詳細なヒアリングや他都市と

の比較分析により、子育て施策の全体像と 

優先順位を整理したうえで政策立案 等 

３ これまでわかったデータ分析の事例 

(一社)スマートシティ・インスティテュートが公表しているデータを活用した分析によ

り、本市の地域幸福度は全国平均と比較し、客観指標(データ等に基づく根拠)が高いが主

観指標(どう感じているか)が低い因子が 24 のうち 15 あり、静岡市は暮らしやすい良い 

場所だが、その良さを市民が実感していない。 

４ 職員ワークショップ 

市政変革のためには、職員が若い時から政策形成を経験し、それが実際の制度作りや

事業に繋がる成功体験を重ね、職員の個の力、チームの力を高めることも重要である。 

６月の第１回市政変革研究会では、慶応義塾大学教授の神成委員から「若手職員が自

ら課題を捉え政策を考えるためのワークショップ」のご提案をいただき、同委員監修の

もとワークショップを開催し、６つの項目について職員から提案を行った。今後それぞ

れ、具体化に向けた取組を実施していく。 
担当：企画局企画課(221-1002)
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市政変革研究会の方向性について 

１ 静岡市政変革の目的 

時代が「地球環境の世紀」×「知能革命の時代」という大変革期にある中で、地域社会

は、急速に進む人口減少、頻発化・激甚化する自然災害、持続的な経済成長、子育て・    

教育環境など、対応すべき社会課題に直面している。 

静岡市は全国市町村の中で５番目の広大な市域と約 68 万人の人口を有しており、様々な

生活、生業、災害の形が存在する。よって社会課題も多種多様であり、山積する社会課題

を一つひとつ解決しつつ新たな価値を創造していくという、時代の変化に適応した的確な

行政経営が求められている。社会課題は複雑で、これをすれば解決するということはない。

部局連携により総合的取り組みも必要である。 

このような行政経営（市政）を行うためには、これまでの延長上の市政ではなく、    

新しい市政へ変革していくことが必要である。 

２ 市政変革研究会の設置…「根拠と共感に基づく政策執行」による「共創」のために 

（１）市政変革研究会の設置による政策のつくり方の変革 

「市政の変革」とは、単に政策の中身を変えることではない。政策のつくり方と実行の

仕方を変えていくことが「変革」であると考えている。 

①政策のつくり方の変革 

社会の声を聴き、現場の現実を知り、その背景にある社会課題の根底にあるものまで

的確に捉えた上で、社会に対して政策立案の根拠を示し、共感を得ながら、社会の皆で

共に行動し結果を出す「共創」を実現することが重要である。 

こうした考えのもと、市政を変革し、新しい時代に即した政策を研究するため、  

本年６月に「静岡市社会の大きな力と知を活かした根拠と共感に基づく市政変革研究

会」（以下、「市政変革研究会」）を始動させ、テーマ別の分科会において政策研究を  

進めてきた。10 月 10 日には、第２回市政変革研究会を開催し、これまでの研究成果に

ついて、市の若手・中堅職員から中間報告を行った。 

 ②政策の実行の仕方の改革 

根拠を示し、共感を得て、社会の大きな力がつながり、世界の大きな知が集まりつな

がり、市政はつながりを下支えし伴走する。 

（２）市政変革研究会設置の効果 

・若手・中堅職員による政策研究（例：30～40 代の係長級以下が中心）

・縦割り行政ではなく、チーム編成による横断的な取組 

（例：子育て教育分科会は５局 17 課の連携） 

・データや市民の声の分析による根拠に基づく政策形成 

（例：市民アンケート調査に基づくオープンデータを活用した地域幸福度指標の分析） 

・研究会委員他多数の外部協力者による「大きな知」の導入 

・これらにより「課題の根底」がどこにあるのか分析をしたうえで、その解決策を洗い 

出し、評価し、施策を選択 

（参考資料） 
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３ 今後の進め方 

・各分科会における研究の成果については、庁内での議論を経て、市議会とも意見交換

しながら政策・施策として決定していく。 

・そのうち、直ちに実行可能な施策については、令和６年度当初予算要求に向けた準備

を進める。 

・各分科会での議論は引き続き進め、第３回市政変革研究会（令和６年３月開催予定） 

において、その時点での分科会の進捗状況等について共有する。令和６年度以降も  

政策研究について議論を深めていく予定。 

４ 各分科会による政策提案 

①防災対策の推進【DX①次世代防災分科会】 

（分科会による政策提案） 災害情報の収集・活用 

ア 社会課題の根底  ・災害発生前の対策が十分でないため、発災後に迅速な対応が

できていない。 

・災害発生時の情報収集に時間を要し、かつ効果的な情報発信

ができていない。 

イ 課題解決の方向性 ・巴川水位・氾濫予測システム等の事前防災を実現するための

システム構築を行う。 

・ドローンや３次元点群データを活用した災害状況のリアル 

タイム把握や、総合情報サイトの活用により災害データの 

集積・災害情報の流通の効率化を図る。 

②行政のデジタル化の推進【DX②デジタル行政分科会】 

（分科会による政策提案） 行政データの一元管理化による行政効率と市民サービスの

向上 

  ア 社会課題の根底  ・庁内各課が持つ様々なシステムの使用状況や、システムに

蓄積されたデータについて、一元的な管理が十分でなく、

データの効果的な利活用が図れていない。 

・システム間の連携がとれておらず、市民が申請の都度、 

個人情報を入力する等、サービスの利便性が低い。 

イ 課題解決の方向性 ・庁内の各システムが保有するデータ管理の縦割りを打破 

するため、データを一元管理する共通基盤を構築する。 

これにより、職員は様々なデータを活用した根拠に基づく 

政策形成を進めることができる。 

・複数の市民サービスを連携させることで、市民が何度も 

利用者登録を行う手間を省略し、利便性の向上を図る。 
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③持続的な交通政策の推進【DX③都市・交通分科会】 

（分科会による政策提案） 自動運転導入・MaaS の推進による公共交通サービスの維持 

 ア 社会課題の根底  ・バス・タクシーのドライバーが激減し、今後さらに深刻化 

する状況の中、市内全体の公共交通維持のための抜本的な 

取組を講じることができていない。 

イ 課題解決の方向性 ・自動運転技術の導入により、乗務員が減少しても、市民が 

公共交通を持続的に利用できる交通システムを構築する。 

静岡市の地域特性に合わせ、市街地では自動運転の実証を、 

郊外部・山間部では MaaS による移動サービスの実証・実装

を目指す。 

④ブルー・トランスフォーメーションの拠点づくり【BX 分科会】 

（分科会による政策提案） 駿河湾を活かした多様な技術開発や新産業創出の拠点化 

ア 社会課題の根底  ・海洋文化の拠点として、県や経済界と連携して清水港振興策

を進めているものの、世界から研究者が集まるような新たな

産業の創出に至っていない。 

イ 課題解決の方向性  ・駿河湾という世界一レベルの多様性を持つ海を要する 

静岡市を、世界に先駆けて BX の拠点化を目指す。 

そのために、域内外の産学官金連携体制の構築や、地元大学 

との連携による教育・研究機能の整備などを進め、将来的に 

は静岡市発の海洋ベンチャー育成、新産業の創出を図り、 

世界から注目されるみなとまち・清水を実現する。 

⑤脱炭素社会の実現【GX①脱炭素社会分科会】 

（分科会による政策提案） 静岡市発の技術の活用による脱炭素ビジネスの構築 

ア 社会課題の根底  ・2050 年のカーボンニュートラルを掲げ、脱炭素の取組を進

めているものの、民間ベースでの具体的な成功事例が不足

しており、その効果や意義がビジネスとして位置付けられ

ていない。 

イ 課題解決の方向性 ・脱炭素の取組が民間ビジネスとして広く社会に認知される

よう、具体的な成功事例を創出し、情報発信・横展開を推

進する。一例として、静岡市が民間企業と連携して進める、

大気中の二酸化炭素を吸収・固定する「DAC 技術」を公共工

事等で活用することで、実装によるエビデンスを収集し、

持続可能な脱炭素ビジネスとしての自走を目指す。 



- 6 - 

⑥持続可能な農業の創出【GX②農と食分科会】 

（分科会による政策提案） 持続可能な農と食の地域循環システムの構築 

  ア 社会課題の根底  ・農家の高齢化や担い手不足、耕作地の減少といった課題に

対して、など、個別に対策を講じているものの、全体とし

て抜本的な対策を講じることができていない。 

・農業に関する脱炭素の取組など、環境負荷低減に対する社

会的責任への対応が進んでいない。 

 イ 課題解決の方向性 ・生産現場だけでなく、域内の消費、流通分野と連携した、入

口から出口までを意識した取組を進める。さらに、農業の生

産性向上と、環境負荷の低減を両立させるため、有機農産物

の拡大と輸出を含めた販路拡大を市が下支えしていく。 

・これらの推進体制として、各分野のステークホルダーが「共

創」で実行するための「（仮）静岡市グリーン農業フォーラ

ム」を設置し、具体的な取組を進める。 

⑦ウェルビーイングの実現【ウェルビーイング分科会】 

（分科会による政策提案） 地域幸福度指標を活用した幸福度・生活満足度の向上 

  ア 社会課題の根底  ・「ウェルビーイング」に対する理解、研究が進んでおらず、

具体的な取組に繋げることができていない。（ 市民のウェ

ルビーイング（地域幸福度）を高めることができていない

ことが、静岡市の人口流出の一因にもなっているのではな

いか、との仮説） 

  イ 課題解決の方向性 ・「市民のウェルビーイングを向上させることが、まちへの愛

着や“住み続けたい”という思いに繋がる」ことを、職員、

市民が共通認識として持つための取組を促進する。さらに、

市民に対して「地域幸福度」に関するアンケート調査等を

行い、年齢や居住地ごとに、何を幸福と感じるのか、につ

いて分析を進め、幸福度の向上に向けた具体的な取組実施

に繋げる。 

             ・ウェルビーイング指標（地域幸福度指標）を用いて事業の

効果検証を行うなど、行政運営の評価に活用する。 
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⑧デジタルヘルスの促進【デジタルヘルス分科会】 

（分科会による政策提案） デジタル技術を活用したエビデンスに基づく健康増進 

  ア 社会課題の根底  ・高齢化とそれに伴う糖尿病・認知症等の有病者割合が高ま

る中、健康づくりに関するマクロ的なデータ収集を進めて

はいるが、個人の個別データの収集やその分析に基づく健

康指導、またその先の行動変容に繋げる取組など、エビデ

ンスに基づく一歩踏み込んだ施策の展開が不十分。 

  イ 課題解決の方向性 ・デジタル技術（デジタルデバイス等）を活用して、個人の

健康状態のエビデンスを把握した上で、医療機関等と連携

し、現役世代から健康への意識を高めていくことで、自主

的な行動変容（これはまずいな、生活習慣を変えないと。）

に繋げる。さらに、そうした取組を継続・横展開し、市全

体の取組に拡大させる。 

⑨新共助社会の構築【新共助社会分科会】 

（分科会による政策提案） 地域に寄り添った新しい形の共助社会の仕組みの実現 

  ア 社会課題の根底  ・少子高齢化に伴い、地域活動の担い手不足、活動の負担増

加などの課題が顕著になっている。（ 全国共通の課題）し

かし、課題を認識しているものの、抜本的な対策を講じる

ことができていない。 

  イ 課題解決の方向性 ・まずは地域ごとの具体的な困りごとを聴いた上で、それぞ

れの地域に即した支援・相談体制を構築していく。その上

で、課題解決のためのモデル事業を実施し、それを横展開

するなど、段階的に取組を進めていく。「やり方がわからな

い」ではなく、「まずやってみる」から始める。 

⑩子育て政策の推進【子育て教育分科会】 

 （分科会による政策提案） データや現場の声に基づく子育て環境整備・支援の充実 

  ア 社会課題の根底  ・出生数の減少や、未婚化・晩婚化が進展する中、「子育て施

策」と称して展開する個別の施策（例：保育料の無償化、

子どもの遊び場整備等）が、リアルな社会課題を踏まえた

最適なものとなっているかどうか不明。 

 イ 課題解決の方向性 ・現場の課題・困りごとを細かくヒアリングして洗い出すと

ともに、他都市との統計データの比較により、全体としてど

のような取組が足りていないのかを細かく分析、整理する。

それを踏まえ、費用対効果を勘案した上で優先順位を検討

し、実施する施策を決定する。 
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５ 職員ワークショップ 

市政変革のためには、職員の個の力（考え方×意欲×能力）を高めつつ、チームとして

力を高めるため、組織横断的に協力し合い、良い結果を出すための道筋を考え抜く市政を

持てる組織文化としていく必要がある。加えて、職員が若い時から政策形成を経験し、そ

れが実際の制度作りや事業に繋がる成功体験を重ねることも重要と考えている。 

６月１日に開催した第１回市政変革研究会では、慶応義塾大学教授の神成委員から、「若

手職員が自分事として課題を捉え、政策を考える意識づけを行うことを目的としたワーク

ショップ」の実施についてご提案をいただいた。市としても非常に価値のある提案と受け

止め、神成委員の全面協力のもと企画・開催した。 

ワークショップでは、若手・中堅職員が“仕事を効率化する”“現場で感じている問題を

解決する”ことを目指して、約２か月にわたり、ありたい姿や課題解決のための方策など

について議論した。 

８月 23 日に開催した成果発表会では、効果の低い事業の見直し・廃止を進めるための仕

組みづくりや、市民の声を聴くための AI を活用したシステム構築、若者を中心とした市民

に市政への興味・関心を持っていただくための市民ワークショップ開催など６項目につい

て、職員から提案を行った。今後それぞれ、具体化に向けた取組を実施していく。 

職員ワークショップ発表資料（６班）            職員ワークショップの様子 

担当：企画局企画課(221-1002) 



令和５年１０月１３日 市長定例記者会見 資料２

「静岡型災害時総合情報サイト」の機能拡充と運用開始時期の変更について 

１ これまでの「静岡型災害時総合情報サイト」の内容と運用開始時期 

総合情報サイトは、災害時において、市職員だけでなく、市民の皆さまから提供され

た被害情報やＳＮＳなどの発信情報を活用することで、広範囲における被害情報を  

迅速に収集することが可能となる。 

また、収集した情報を一元的に集約・共有した上で、対応方針等を協議・決定する  

ことで、適時適切な災害対応を行うとともに、被害情報や避難情報、支援情報等を地図

画面などで総合的に発信し、安全な避難行動や必要な支援につなげることに寄与する。 

このため、早期の導入を進めるべく、令和６年１０月の運用開始を目指し、準備を  

進めてきた。 

２ サイトの内容拡充と運用開始時期の変更 

これまで、当サイトの早期の運用開始に向け、準備を進めてきたが、近年、頻発化・

激甚化する自然災害の状況を踏まえ、災害時の情報収集や分析、情報提供方法などを 

より充実・強化させる必要があると判断した。このため、ＡＩ技術などを取り入れる  

ことや、より減災効果のある情報を提供できるよう、サイトの機能を拡充することと 

した。また、これまでは、市の単独予算で実施することとしていたが、今後、予定され

ている国の経済対策を積極的に活用していき、国費による支援を得て実施できるよう、

運用開始時期を３カ月程度延期し、令和７年１月頃を目指すこととした。 

  担当：危機管理総室（221-1243） 


